
新たな計画におけるパーマネンシー保障について

その上で、 これらの【 ④】 代替養育の開始の時点から 、 児童相談所が中心と なり 、 こ どもの意
向や状況等を踏まえながら 、 こ ども を心身と も に安全かつ健全に養育できるよ う 家庭に対する支
援を最大限に行って家庭復帰を目指すと と もに、 【 ⑤】 それが困難な場合には、 親族等による養
育や特別養子縁組を検討する必要がある。 そのためには、 早期のパーマネンシー保障に必要な判
断・ 支援を着実に行って長期措置を防ぐための児童相談所における専門チームの配置などの体制
整備を検討するこ と が望ましい。

資料９

国は策定要領において、 パーマネンシー保障について、 以下の５ 段階の考え方を取っている

（ ７ ） 代替養育を必要と するこ ども のパーマネンシー保障に向けた取組

こどもの最善の利益を図るための「 永続的な家族関係をベースにした家庭と いう 育ちの場の保
障、 いわゆるパーマネンシー保障」 （ 「 新しい社会的養育ビジョ ン」 （ 平成29 年８ 月２ 日新たな
社会的養育の在り 方に関する検討会） よ り 引用。 以下同じ。 ） のためには、 まず、 市区町村にお
いて、 【 ①】 家庭支援事業等を活用した予防的支援による家庭維持のための最大限の努力を行う
べきである。
【 ②】 代替養育を必要と するこ ども に対しては、 児童相談所は、 家庭養育優先原則に基づき、 ま
ずは親族里親、 養子縁組里親、 養育里親若しく は専門里親又はファ ミ リ ーホームの中から 、 こ ど
も の意向や状況等を踏まえて代替養育先を検討する。
【 ③】 これらのいずれも代替養育先と して適当でない困難な課題のあるこ どもについては、 小規
模かつ地域分散化された施設又は高機能化された治療的なユニッ ト への入所の措置を行う と と も
に、 家庭養育優先原則と パーマネンシー保障の理念に基づく ケースマネジメ ント の徹底や積み重
ねを継続していく 必要がある。

（ １ ） 都道府県における社会的養育の体制整備の基本的考え方及び全体像
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